
 

教育委員会提出議案 

 

第８号議案  

豊島区特別支援教育推進計画【第二期 改訂版】の策定について  

上記の議案を提出する。  

令和７年３月１１日  

 

豊島区教育委員会教育長 金 子 智 雄  

 

 

 （説明） 

豊島区では、国や都の動向を踏まえた特別支援教育の計画的な推進を図ってきた。 

令和４年３月には、東京都特別支援教育推進計画（第二期）・第二次実施計画に基

づき、「豊島区特別支援教育推進計画（令和４～６年度）」を策定して、特別支援教

育の一層の充実を図った。豊島区特別支援検討委員会で各年度における計画の進捗状

況を点検・評価し、その結果等を次年度以降の取組に生かしている。 

本計画の令和 7～9年度改訂版の策定のため、本案を提出する。 

 

（資料） 

別添のとおり 
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はじめに 

 

特別支援教育をめぐって国では、障害者の権利に関する条約の署名や、障害者差別解消法の施

行、発達障害者支援法の改正等、今までに様々な法の整備が進められてきました。 

豊島区においては、これらの特別支援教育を取り巻く状況の変化を踏まえ「豊島区特別支援教育

推進計画」を令和４年３月に策定しました。 

計画策定からの３年間については、幼児・児童・生徒（以下、「児童生徒等」という。）が障害の有無

に関わらず互いに学び合ったり助け合ったりする場面が増えており、多様性を尊重する心が育ってお

ります。また、多様な教育環境の整備では、令和５年度に情緒固定学級を新設する等、計画通りに進

捗しており、概ね目標を達成できていると捉えております。 

一方で、豊島区特別支援教育検討委員会にて、主に「インクルーシブな教育をより一層充実させて

いくこと」「義務教育だけでなく就学前から社会参加までの支援についても考えること」の２点が今後

は必要であると、意見をいただきました。 

「豊島区特別支援教育推進計画【第二期 改訂版】」は、この２点を柱として、「誰もが相互に人格

と個性を尊重し合い、互いの多様性を認め合う共生社会の形成」の目標達成に向け、特別支援教育

の推進に努めてまいります。 

コロナ禍が終息して、交流活動や体験活動を制限することなく、特別支援教育推進を図ることが

できております。今後も、学校が地域や関係機関と連携して、児童生徒等の自立や社会参加に必要

な力を培ってまいります。 

今後とも多くの区民の皆様のご理解とご協力を賜りますようお願いいたします。 

 

令和７年 2 月 

豊島区教育委員会教育長 

金子 智雄 
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（１）障害者基本法の改正（平成２３年８月施行） 

障害者の教育については、第１６条の規定において、「障害者が、その年齢及び能力に応じ、かつ、その特

性を踏まえた十分な教育が受けられるようにするため、可能な限り障害者である児童及び生徒が障害者で

ない児童及び生徒と共に教育を受けられるよう配慮しつつ、教育の内容及び方法の改善及び充実を図る等

必要な施策を講じなければならない。」と規定されています。 

（２）中央教育審議会初等中等教育分科会報告（平成２４年７月） 

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システムの構築のための特別支援教育の推進（報告）」 

インクルーシブ教育システム（※６）においては、同じ場で共に学ぶことを追求するとともに、個別の教育的

ニーズのある児童生徒等に対して、自立と社会参加を見据えて、その時点で教育的ニーズに最も的確に応え

る指導を提供できる、多様で柔軟な仕組みを整備することが重要である、としています。小・中学校における

通常の学級、通級による指導、特別支援学級、特別支援学校といった、連続性のある「多様な学びの場」を用

意しておくことが必要であることが示されています。 

（３）障害者の権利に関する条約（平成２６年１月批准） 

障害者の教育については、第２４条の規定で規定されており、教育についての障害者の権利を認め、この

権利を差別なしに、かつ、機会の均等を実現するため、障害者を包容するあらゆる段階の教育制度及び生涯

学習を確保することとされています。また、この権利の実現に当たり、障害者が障害に基づいて一般的な教育

制度から排除されないことや、個人に必要とされる合理的配慮（※１２）が提供されること等が定められてい

ます。 

（４）障害を理由とする差別の解消に関する法律（平成２８年４月施行） 

同法は、障害を理由とした不当な差別的取扱いの禁止や障害者に対する合理的配慮の提供が、行政機関

等の法的義務と定められる等、障害を理由とする差別解消を推進し、共生社会の実現に資することを目的と

しています。 

（５）発達障害者支援法の改正（平成２８年８月施行） 

      この改正では、切れ目なく発達障害者の支援を行うことが特に重要であり、教育に関しては、第８条の規定

において、国及び地方公共団体は「可能な限り発達障害児が発達障害児でない児童と共に教育を受けられ

るよう配慮」することや、「個別の教育支援計画の作成」及び「個別の指導に関する計画の作成の推進、いじ

めの防止等のための対策の推進」を行うこと等が新たに規定されました。 

 

 

 

 

（１）都の施策の動向 

      都教育委員会は、特別支援教育を推進していくため、新たな特別支援教育推進のための長期計画とし

て、東京都特別支援教育推進計画(第二期）(以下「推進計画(第二期)」という)を策定しました。 

       

 2 東京都の動向 

第 1 章 計画策定の背景 

 １ 国の動向 
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（２）東京都特別支援教育推進計画（第二期） 

      都教育委員会は、東京都特別支援教育推進計画の計画期間終了後の都の特別支援教育の方向性を

示すため、平成２９年２月に、平成２９年度から令和８年度までの１０年間を計画期間とする推進計画（第二

期）を策定しました。また、平成２９年度から令和２年度までの４年間を計画期間とする推進計画（第二期）

第一次実施計画（以下「第一次実施計画」という）を併せて策定し、具体的取組の内容や実施時期を明ら

かにしました。 

なお、新型コロナウイルス感染症への対応から、計画期間を１年間延長し、推進計画（第二期）と第三次

実施計画は令和９年度までの計画になっています。推進計画（第二期）では、障害のある人も障害のない人

もともに尊重し合いながら活躍できる社会、共生社会の実現に向け、特別支援教育を更に推進し、障害の

種類や程度にかかわらず、より一層社会に参加・貢献できる人材を育成することを基本理念としています。 

 

 

 

 

 

▲「医療的ケア児及びその家族に対する支援に関する法律」の略 

 

 

 

 

 

年 国 東京都 豊島区 

２０19 

（令和元） 

・新しい時代の初等教育の在

り方 論点まとめ 

・東京都教育ビジョン（第四次）

の策定 

・区立中学校の特別支援教室

（※１）の巡回指導開始 

・教育ビジョン 2019 策定 

２０２0 

（令和 2） 
 

・西巣鴨小学校で都「特別支援学級の専門性向上事業」実施 

・要小学校で都「インクルーシブ教育システムの構築に関する実践

的研究」実施(R2～R4) 
２０２1 

（令和 3） 
・医療的ケア児支援法施行▲   

２０２2 

（令和 4） 
 

・東京都特別支援教育推進計

画（第二期）第二次実施計画

の策定 

・豊島区特別支援教育推進計

画策定 

２０２3 

（令和 5） 
  

・池袋第一小学校と池袋中学

校に自閉・情緒障害固定学級

設置 

２０２４ 

（令和６） 
 

・東京都教育ビジョン（第五次）

の策定 

・教育大綱 策定 

・教育ビジョン 20２５ 策定 

２０２5 

（令和 7） 
 

・東京都特別支援教育推進計

画（第二期）第三次実施計

画の策定 

・豊島区特別支援教育推進計

画（第二期）策定予定 

基本理念 

共生社会の実現に向け、障害のある幼児・児童・生徒の自立を目指し、一人ひとりの能力を最大限に

伸長して、社会に参加・貢献できる人間を育成 

 ３ 国・東京都・豊島区の最近の動向 
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豊島区・関係機関・家庭等が現在実施している就学前から社会参加までの一人ひとりの個に応じた支援を中

心に図で示しました。共生社会の形成に向けた取組は、学校だけでは実現できません。多様な交流機会の確保

や、保護者や地域、関係機関等と連携した支援体制の整備を通して、共生社会の形成に向けた取組を一層推進

させていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 3  柱 2 ： 就学前から社会参加までの切れ目のない支援の推進 

成人後

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17  18～

保

育

所

幼

稚

園

学

校

教
育
委
員

会

家
庭
・
地

域

ＮＰＯ等による自立

と社会参加支援等へ

の参加
（２０ページ参照）

子ども若者相談、障

害福祉サービス等に

よる自立と社会参加

支援等

（２０ページ参照）

（注１）　高等学校は、「通級による指導」を実施
（注２）　ＬＧＳ＝Lｏｗｅｒ　Ｇｒａｄｅｓ　Ｓｕｐｐｏｒｔ（低学年支援）

小学校 中学校 高等学校等

保
健
・
福

祉

就学前（保育所・幼稚園等）

年齢

校内委員会の設置・特別支援コーディネーターの指名

特別支援教室・特別支援学級・通級指導学級への入室相談（注１）

都立特別支援学校との連携

交流及び共同学習（小・中学校は副籍交流を含む）の実施

学校就学支援

シートの作成

教育センターでの教育相談の受付

就園相談・就学相談の受付

幼稚園ＳＣ・ＬＧＳ (注２)の派遣

教育センターから特別支援教育巡回相談員（チームステップ）を派遣

専門性のある教員、支援員等の配置

豊島区児童相談所による支援

豊島区立児童発達支援センターによる支援

学校生活支援シート（個別の教育支援計画）等の作成

母子保健（乳幼児健 診・相談等）による支援

心理職員による保育所や子どもスキップ等への巡回

放課後等デイサービスによる支援

子どもスキップ・学童クラブの受付

児童発達支援の実施

区民ひろばでのイベントへの参加

民生委員・児童委員への相談

医療的ケア児相談の受付

発達障害相談・障害者就労支援センターによる支援

幼児教育センターによる支援

学校生活支援シート・個別指導計画の作成相談支援ファイル等
保育所等での支援
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（１）計画の位置付け 

平成２９年３月に学習指導要領が告示され、総則「第４ 児童生徒の発達の支援」の「２ 特別な配慮を必要と

する児童生徒への指導」として、障害のある児童生徒等への指導について明記されました。障害のある児童生

徒等への指導においては、特別支援学校等の助言や援助を活用しながら、個々の児童生徒等の障害の状況等

に応じて指導内容や指導方法を工夫し、組織的・計画的に行っていくことが求められています。  

豊島区では、令和２年度に「SDGs 未来都市」「自治体 SDGs モデル事業」に選定され、「誰一人取り残さな

い社会の実現」を目指しており、豊島区教育ビジョン２０２５（豊島区教育振興計画 第三期）の中でも、一人ひと

りを大切にする教育の推進に向けて、特別支援教育の充実を基本施策に位置付けています。 

本計画を策定し、誰一人取り残さない社会、一人ひとりを大切にする教育を実現するための取組を、具体化し

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊島区教育ビジョン 20２５ 
（豊島区教育振興基本計画 第三期） 

基本方針３  多様な子どもに対する支援の充実 

基本施策 3-① 特別支援教育の充実 

教育基本法 

豊島区教育大綱 
（２０２４年１０月） 

学習指導要領 

豊島区 

基本計画・ 

未来戦略

推進 

プラン 

豊島区特別支援教育推進計画 

東京都特別支援教育推進計画（第二期）・第三次実施計画 

障害者権利条約 

障害者差別解消法 

障害者基本法 

発達障害者支援法 

東京都発達障害教育推進計画 

中央教育審議会初等中等教育分科会 

「共生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」 

医療的ケア児支援法 

 ４ 計画の位置付け・期間 
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（２）計画期間 

本計画の計画期間は令和７年度から９年度までの３年間とします。 

ただし、今後の区の上位計画の改定等を踏まえ、必要に応じて見直しを行うものとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

豊島区では、国や都の動向を踏まえた特別支援教育の計画的な推進を図ってきました。 

主な取組として、豊島区教育ビジョン２０２５（豊島区教育振興基本計画 第三期）において、一人ひとりを大切

にする教育の推進に向けて、特別支援教育の充実を基本施策に位置付けるとともに、豊島区教育センターにおけ

る教育相談や専門家チームによる巡回相談を実施し、特別な支援を要する児童生徒等の個別の教育的ニーズを

くみ取りながら就学相談を行い、個々の能力や可能性を伸ばす場を適切に設定しています。 

令和２～４年度の３年間には、豊島区は、東京都教育委員会より「インクルーシブ教育システムの構築に関する

実践的研究」の指定を受け、交流及び共同学習を推進するための研究を進めました。障害の有無に関わらず、

多様な学びの場を設け、交流及び共同学習を中心とした、共に支え合い共に成長する教育の充実を図りました。 

令和４年３月には、東京都特別支援教育推進計画（第二期）・第二次実施計画に基づき、「豊島区特別支援

教育推進計画（令和４～６年度）」を策定して、特別支援教育の一層の充実を図りました。改訂した計画を着実

に推進するため、豊島区特別支援検討委員会で各年度における計画の進捗状況を点検・評価し、その結果等を

次年度以降の取組に生かしています。  

令和５年度の豊島区特別支援教育検討委員会では、本区の特別支援教育の在り方について協議を行い、推

進の方向性とする「１ インクルーシブな教育の推進」（８ページ参照）と「２  就学前から社会参加までの切れ目

のない支援の推進」（９ページ参照）の２本の柱の内容を確認することができました。 

令和６年度には、これまでの取組の成果や課題を踏まえ、豊島区特別支援教育検討委員会にて年６回の協議

を行いました。 

令和７年３月には、東京都特別支援教育推進計画（第二期）・第二次実施計画に基づき、「豊島区特別支援

教育推進計画【第二期 改訂版】」を作成いたしました。 

 

 

 

 

 

2021 

令和３年 

2022 

令和４年 

2023 

令和５年 

202４ 

令和６年 

2025 

令和７年 

２０２６ 

令和８年 

２０２７ 

令和９年 

       

策定 

第６期地域保健福祉計画 ※令和１１年度まで 

豊島区特別支援教育推進計画 

東京都特別支援教育推進計画 （第二期） ※令和 9 年度まで 

豊島区特別支援教育推進計画（第二期） 

豊島区基本計画 

 

 ５ 改訂までの経緯 
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本計画は、区全体の方針を示す「豊島区基本構想」及び「豊島区基本計画」に基づく「豊島区地域保健福祉
計画」と関連を図りながら、「東京都特別支援教育推進計画（第二期）・第三次実施計画」に従い、教育分野に

おける共生社会の実現に向けた豊島区の特別支援教育の在り方、方向性を示したものです。特別支援教育によ
って、豊島区のすべての児童生徒等が共生社会の担い手に必要な資質・能力を身に付けられるようにすることを

目指します。 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目 標 ： 誰もが相互に人格と個性を尊重し合い、互いの多様性を認め合う共生社会の形成 

  

保護者や地域、関係機関等と

連携した一人ひとりの個に応じ

た支援を推進させていきます。 

授業のユニバーサルデザイ

ン化や交流及び共同学習を充

実させていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

インクルーシブな教育の推進 
（P.８） 

 
 

柱 １ 

就学前から社会参加までの 
切れ目のない支援の推進（P.９） 

 
 

柱 2 

 

【６つの推進プラン】 
 

 

本区の目標を支えるのが「インクルーシブな教育の推進」「就学前から社会参加までの切れ目のない支援
の推進」の２本の柱です。この２本の柱の内容を踏まえた具体的な取組目標を、６つの推進プランとしてまとめ

ました。 

教育委員会が計画の達成に向け全体の進捗状況を把握して指導・助言を進めてまいります。 

第 2 章 計画の目標と 2 本の柱 

 １ 計画の目標 

推進プラン２    特別支援教育の校内支援体制の充実 

 

推進プラン５    多様な教育環境の整備 

 

推進プラン３    交流及び共同学習の推進 

 

推進プラン６    地域や関係機関と連携した切れ目のない支援の推進 

 

推進プラン４    支援が必要な児童生徒等への指導の充実 

 

 

推進プラン１    相談事業の充実 
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  豊島区のインクルーシブな教育（※５）の在り方についての共通認識を図ることができるように、学校での取組

を図で示しました。一人ひとりの実態に合わせて、障害のある者と障害のない者が共に学ぶ場を確保して、 

インクルーシブな教育を充実させていきます。 

一人ひとりの能力を最大限に伸長できることを目指し、ユニバーサルデザインの視点を取り入れた教育活動を

行います。学校生活支援シート（※４）・個別指導計画（※２）を活用することで、一人ひとりの個に応じた指導及び

支援も充実できるようにします。また、発達段階に応じて、交流及び共同学習（※１０）を中心とした自立して社会

参加ができるようにするための指導及び支援を切れ目なく増やしていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校における合理的配慮について 

  インクルーシブな教育の推進のため、一人ひとりの個に応じた支援として「合理的配慮」が提供されるこ

とが必要です。障害のある児童生徒等が他の児童生徒等と平等に「教育を受ける権利」を享有・行使する

ことを確保するために、教育委員会及び学校が必要かつ適切な変更・調整を行います。（教育委員会及び

学校が体制面、財政面において、均衡を失した又は過度の負担を課されていない範囲で行う。） 

 

合理的配慮の観点と項目 

①教育内容・方法 

・学習上又は生活上の困難を改善・克服するための配慮・学習内容の変更・調整 

・情報・コミュニケーション及び教材の配慮   ・学習機会や体験の確保   ・心理面・健康面の配慮 

②支援体制 

・専門性のある指導体制の整備   ・災害時等の支援体制の整備 

・児童生徒等、教職員、保護者、地域の理解啓発を図るための配慮 

③施設・設備 

・校内環境のバリアフリー化   ・災害時等への対応に必要な施設・設備の配慮 

・発達、障害の状態及び特性に応じた指導ができる施設・設備の配慮 

【独立行政法人 国立特別支援教育総合研究所 ホームページより】 

 ２  柱１ ： インクルーシブな教育の推進 


